
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

51,631
39,434

1,215

　　前受金 32

　　未払金

92

93
555

　　前払年金費用 1,018

貸　借　対　照　表

固 定 資 産 27,014 　　賞与引当金 52

946

（2023年12月31日現在）

108

資　産　合　計

　　その他

　　敷金

　　長期前払費用

　投資その他の資産

　　投資有価証券

　　関係会社株式

51,631

53

2　有形固定資産

　　建物

878

　　長期未払金

　　その他

固 定 負 債　　構築物

416
純　資　産　合　計

　その他有価証券評価差額金

負 債 ・ 純 資 産 合 計

　　預り金

11,770

30

1,767

1,808

　　土地

　　機械装置

　　船舶

　　工具器具備品

　　建設仮勘定

　　リース資産

　　車輌運搬具

　　ソフトウェア仮勘定

　　借地権

　　ソフトウェア

　　その他 21
61

849
232

金　　額金　　額

246 　　未払法人税等 91

流 動 資 産

　　現金及び預金

　　その他

（　負　債　の　部　）

　　未払消費税

科　　　　目科　　　　目

　　預け金

603

（　資　産　の　部　）

　　受取手形

　　営業未収金

12,090
　　前払費用

24,616
2,133

9,238

303

131
7,271

2

22,217

297

　　繰延税金負債

　　資産除去債務

51

（単位：百万円）

流 動 負 債 11,249
　　営業未払金

38,547

9,452

200

　　未払費用 108

株 主 資 本

　資本金

235

800

負　債　合　計 12,196
（　純　資　産　の　部　）

評 価 ・ 換 算 差 額 等 887

　　 別途積立金

2423,630

37,747
　　利益準備金

　利益剰余金

　　 繰越利益剰余金

200

　無形固定資産 1,165

887

37,547

302
35,340
1,965

　　その他利益剰余金

　　 固定資産圧縮積立金



（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

48,031

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

（単位：百万円）

　　【　営　業　利　益　】

　　【　営　業　総　利　益　】 5,826

2,933

科　　　　　　目

　　物流資材関連収入

損　益　計　算　書

（2023年１月１日から2023年12月31日まで）

営 業 外 収 益

53,857

2,892

営 業 収 益

特 別 利 益

営 業 原 価

金　　　　額

　　受取利息及び配当金 217

5

231

5

　　固定資産売却益

549

　　【　経　常　利　益　】

　　その他

3,436

4

　　【 税 引 前 当 期 純 利 益 】

　　株式報酬受入益 43 48

特 別 損 失

101

　　法人税等調整額 1,064

　　固定資産解体費用 4

　　法人税、住民税及び事業税

　　固定資産除売却損

912

営 業 外 費 用

　　為替差損

　　【　当　期　純　利　益　】 2,402

152

3,467

13

18



その他有価証券
評価差額金

800

固定資産圧縮の積立取崩 0 － －

その他利益剰余金

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

37,747

利益剰余金
合計

△ 20

－

△ 20

純資産合計株主資本
合計

2,402

－

 当期変動額合計

 当期末残高

36,913

△ 1,550

繰越利益剰余金

－

△ 1,568剰余金の配当

200

－

評価・換算差額等

2,680 当期首残高

利益剰余金

別途積立金の積立

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

 当期変動額

 当期変動額合計

株　　主　　資　　本

 当期変動額

当期純利益

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

887 39,434 当期末残高

2,402 2,4022,402

△ 715

当期純利益

1,965

834 △ 20 813834

△ 1,568△ 1,568

38,547

△ 1,568

株主資本等変動計算書
（自2023年１月１日　至2023年12月31日）

（単位：百万円）

その他利益剰余金

剰余金の配当

利　　益　　剰　　余　　金

資　本　金
利 益 準 備 金

800 当期首残高 200

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

別途積立金 固定資産圧縮積立金

33,790

別途積立金の積立

－

37,713 907

－

38,620

242

1,550

1,550 △0

35,340 242

固定資産圧縮の積立取崩 △0



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外の 決算日の市場価格等に基づく時価法

もの （評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 最終仕入原価法

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 定額法

(2) 無形固定資産 定額法

(3) リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

(2) 賞与引当金

(3) 退職給付引当金

4. 収益及び費用の計上基準

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：履行義務を充足時に（または充足するにつれて）収益を認識する。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要事項

(1) グループ通算制度の適用

個　別　注　記　表

・・・・・・・

・・・・・・・

・・・・・・・

・・・・・・・

・・・・・・・

・・・・・・・

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当事業年度に発生していると認められる額を計上しております。なお、過去勤務費
用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額
法により費用処理しております。また、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により当事業年度に負担すべき額を計
上しております。

　当社は、以下の５ステップを適用することにより収益を認識しております。

　当社は、親会社である大塚ホールディングス株式会社を通算親法人としたグループ通算制度を
適用しております



（貸借対照表に関する注記）

1. 有形固定資産の減価償却累計額

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権

短期金銭債務

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引による取引高

営業収益

営業原価

販売費及び一般管理費

営業取引以外の取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式

2. 剰余金の配当に関する事項

(1) 当事業年度中に行った剰余金の配当

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2024年３月７日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する

事項を次のとおり提案しております。

① 配当の原資

② 配当金の総額

③ １株当たり配当額

④ 基準日

⑤ 効力発生日

（税効果会計に関する注記）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金

未払事業税

減価償却超過額

減損損失

投資有価証券評価損

関係会社株式評価損

譲渡制限付株式報酬

長期未払金

資産除去債務

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

前払年金費用

圧縮積立金

その他有価証券評価差額金

繰延税金負債小計

繰延税金負債の純額

2. 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

198百万円

17百万円

31,074百万円

12,208百万円

505百万円

1,269百万円

3,543百万円

2024年３月８日

18百万円

18百万円

45百万円

1,600,000株

1,568百万円

利益剰余金

1,208百万円

755円

2023年12月31日

△390百万円

155百万円

115百万円

10百万円

60百万円

6百万円

90百万円

△808百万円

29百万円

551百万円

△298百万円

△555百万円

当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用
する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月12日）に従って、
法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っ
ております。

252百万円

△311百万円

△106百万円



（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

2. 金融商品の時価等に関する事項

(1) 投資有価証券

(2) 敷金

（賃貸等不動産に関する注記）

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

（注2） 当期末の時価は、主として｢不動産鑑定評価基準｣に基づいて自社で算定した金額（指標等を
用いて調整を行ったものを含む。）であります。

貸借対照表計上額 時価

4,006 8,991

（注1） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額
であります。

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入による資金
調達は現在ございません。
　受取手形及び営業未収金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図って
おります。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っ
ております。

　2023年12月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額（※） 時価（※） 差額

（注1）

（注3）関係会社株式（貸借対照表計上額 302百万円）は、市場価格がないため、上表には含めてお
りません。

（注2）非上場株式（貸借対照表計上額 264百万円）は、市場価格がないため、「(1)投資有価証券
その他有価証券」には含めておりません。

金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

敷金の時価については、契約期間満了時の返還見込額を賃借契約期間を踏まえた期間に基
づく無リスクの利子率で割り引いて算定する方法によっております。

｢現金及び預金」、「受取手形」、「営業未収金」、「預け金」、「営業未払金」及び「未払金」について
は、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似するものであることから、記載を省略
しております。

　当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル・倉庫物件（土地を含む。）を有し
ております。

（単位：百万円）

　　(1)投資有価証券
        その他有価証券

1,544 1,544 －

　　(2)敷金 416 416 △0



 

（関連当事者との取引に関する注記）

1. 親会社

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1)

2. 兄弟会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 倉庫料金、運送料金等については、市場実勢価格を勘案して両社協議の上、決定しております。

(2)

(3) 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

3. 役員等

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 顧問料については、当社特別顧問としての業務内容を勘案の上、決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

顧問料の支
払

取引の内容

（単位：百万円）

566

24,646円74銭

1,501円35銭

1,768

商品の購入 22,705
営業未払金 4,499

営業未収金

属性 会社等の名称

－

なし
保管・運送の受託

役員の兼任
倉庫収入
運送収入

取引金額

5,758 営業未収金

－12

（単位：百万円）

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

親会社 大塚ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱

期末残高

預け金

親会社の
子会社

㈱大塚製薬工場

業務支援の受入
資金の貸借

科目

親会社の
子会社

大塚製薬㈱ なし
保管・運送の受託

商品の購入
土地・倉庫の賃借

6
被所有

直接　100%

属性 氏名
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

倉庫収入
運送収入

15,882

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

（単位：百万円）

12,136

期末残高

73賃借料の支払

取引の内容 取引金額 科目

12,090
利息の受取

役員の
近親者

大塚雄二郎 なし 当社特別顧問

取引金額

グループ内で効率的な運用を行うため、グループ内資金融通を行っております。取引金額には当事
業年度中の平均残高を記載しております。利息については、市場金利を勘案し、両社協議の上決定
しております。

商品の購入については、2020年度より「収益認識に関する会計基準」等の適用に伴い、損益計算書
上、営業収益及び営業原価から控除しております。

取引の内容 科目 期末残高



（収益認識に関する注記）

1. 倉庫収入

2. 運送収入

3. 仲介手数料収入

（資産除去債務に関する注記）

1. 資産除去債務の概要

2. 資産除去債務の金額の算定方法

3. 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高

有形固定資産の取得に伴う増加額

時の経過による調整額

資産除去債務の履行による減少額

当事業年度末残高

296百万円

－

1百万円

－

297百万円

当社の主要な事業における顧客との契約に基づく主な義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以
下のとおりであります。

　当社は、顧客との契約に基づき、自社倉庫または外部委託倉庫に顧客の荷物を保管する義務、ま
た、当該荷物の入出庫及び出荷を行う義務を負っております。保管については、顧客との契約にお
ける履行義務の充足に従い、一定期間にわたり収益を計上しており、入出庫及び出荷については、
顧客との契約における履行義務は役務の提供により充足されることから、役務提供完了に従い収益
を計上しております。

　当社は、顧客との契約に基づき、顧客の荷物を運送する義務を負っております。
顧客との契約における履行義務は役務の提供により充足されることから、役務提供完了に従い収益
を計上しております。

　当社は、商品の売買の際に買主と売主の間に立ち、売買契約を仲介する義務を負っております。
当該履行義務は商品が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を
計上しております。

　当社は、建築材料に石綿を使用した建物を所有し、当該建物の解体時において、法令の定める方
法により石綿を適切に除去する債務を有しているため、法令上の義務に関して資産除去債務を計上
しております。

　資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は取得から11～16年、割引率は1.9%から2.1%を採
用しております。
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